
 

 

補強鉄筋を用いた鋼材継手における付着強度に関する検討 

 

鹿島建設(株)  正会員 ○皆川春奈 岩本拓也 曽我部直樹 

１．背景および目的 

RC 躯体の頂版施工の合理化を目的とした複合ハーフプレキャスト部材（以

下、複合 HPCa 部材と称する）の分割施工を可能とする、補強鉄筋を用いた

主鋼材の継手構造（図－1）の開発を進めている。本継手構造では、主鋼材お

よび補強鉄筋とコンクリートの付着によって主鋼材間の応力を伝達すること

から、鋼材の付着強度によっては継手長が長くなってしまう課題があった。そ

こで、本継手構造の周辺に配置される配力筋（図－1）が主鋼材の付着強度に

及ぼす影響に着目し、その向上効果を定量化することでより合理的な設計を

実現することを目的とした検討を行った。本稿では、配力筋量と継手長をパラ

メータとした 2 体の梁試験体に対する曲げ実験の結果を報告する。 

２．配力筋の拘束効果を考慮した主鋼材付着強度の算定方法 

本継手構造では、主鋼材の付着強度を向上させるために表面に突起を設け

ており、その付着強度の設定には薗田ら 1)の突起付き鋼板の付着強度式を適

用している。薗田らは、突起部の支圧破壊で決まる付着強度𝜏௕（式(1)）と、突

起部のせん断破壊で決まる付着強度𝜏௦（式(2)）の算定式を提案しており、両者

のうち小さい値を突起付き鋼板の付着強度としている。 
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 𝜎:付着面に与える側圧(N/mm2)、𝐹௖：コンクリート圧縮強度(N/mm2)、 ℎ௥：突起高さ(mm) (≦3.5mm)、 𝑠௥：

突起間隔(mm)、𝐿：付着長(mm)である。 

式(1)、式(2)に示す通り、薗田らの提案式では鋼板が受ける拘束圧を𝜎として考慮している。一方、複合 HPCa

部材の主鋼材の上下には配力筋が配置されており、主鋼材周辺に付着割裂ひび割れが生じた場合でも同鉄筋がその

拡大を拘束することで、付着強度に影響することが考えられる。そこで、配力筋が主鋼材に与える拘束圧を以下の

ように設定して薗田式に反映することで、配力筋の拘束効果を考慮した主鋼材の付着強度の算定を試みた。 

図－2 に配力筋によって主鋼材に作用する拘束圧の概念図を示す。付着割裂ひび割れの発生に伴い配力筋に生じ

た引張力が反力として主鋼材の側面に作用することで主鋼材に拘束圧が作用すると仮定し、拘束圧𝜎を式(3)によっ

て算出する。拘束圧を受ける面積𝐴௖௢௡௙は、配力筋の配置間隔内における主鋼材の両側面と仮定する。また、配力

筋に発生する引張力を算出するための配力筋のひずみ𝜀௦はある一定値を仮定する。 
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 ここに、 𝐴௖௢௡௙ ൌ 2 ∙ ℎ ∙c 式(3) 

𝐸௦:配力筋のヤング係数(N/mm2)、𝐴௦:配力筋 1 本の断面積(mm2)、𝐴௖௢௡௙:拘束圧を受ける面積(mm2)、ℎ:鋼材高さ

(mm)、𝑐:配力筋間隔(mm)である。 

３．実験概要 

考案した継手構造を有する 2 体の梁試験体（No.2、No.3）に対し、配力筋量と継手長をパラメータとした曲げ実験を

実施した。図－3 に試験体の等曲げ区間内の概要を示す。継手以外の諸元は文献 2)の試験体（No.1）と同様である。

主鋼材には高さ 65mm、板厚 12mm の SM490Y 材を使用し、継手区間には高さ 3mm、幅 6mm の突起を設け、主鋼

キーワード 複合 HPCa 部材、突起付鋼板、SRC 構造、継手、配力筋 
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図－1 継手構造の概要 

図－2 配力筋による拘束効果の 

概念図 
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材 1 組の応力を SD345 D13×6 本の継手用鉄筋で伝達するものと

した。各試験体の継手長と配力筋諸元を表－1 に示す。配力筋の諸

元は、No.2 では実際の配力筋比と同等になるように設定し、No.3

では継手長を No.1 の約 1/2 とすることが可能な量として設定し

た。主鋼材の付着強度は、配力筋による拘束圧の計算において主鋼

材が付着破壊する時点での配力筋ひずみ𝜀௦を 500μと仮定して式

(1)～(3)により算出し、継手長は主鋼材に発生する引張応力が

300N/mm2に到達時点で付着破壊する長さとして設定した。 

４．実験結果 

図－3 に荷重と中央変位の関係を示す。No.2、No.3 ともに、主

鋼材および継手用鉄筋が降伏した後に、圧縮側のコンクリートが

曲げ圧縮破壊して終局に至った。一方で、主鋼材が降伏した後の

剛性や耐力は継手長が短いほど小さくなる傾向を示した。これは、

継手長が短い試験体では、等曲げ区間内の主鋼材に突起が設けら

れていない範囲で、曲げひび割れが局所的に生じたことが影響し

ているものと考えられる。 

図－4 に主鋼材の引張応力と平均付着応力の関係を示す。引張応力は

主鋼材に設置したひずみゲージの計測値にヤング係数を乗じて算出し、

平均付着応力は鋼材の継手端部と継手中央部で計測したひずみの差を

用いて算出した。同図より、各試験体で計測された平均付着応力の最大

値が、薗田式で設定した付着強度を上回っていることが確認できる。こ

のことから、配力筋による拘束圧を式(3)によって求め、薗田式に基づい

て突起付き鋼板の付着強度を設定することで、配力筋を考慮した本継手

構造を安全側に設計できる可能性が示唆された。 

図－5 に荷重－配力筋ひずみ関係を示す。主鋼材に作用する引張力の

増加に伴い配力筋ひずみも増加していることから、配力筋が主鋼材周辺

に発生した付着割裂ひび割れの拡大を拘束していたと考えられる。一方

で、主鋼材に 300N/mm2の応力が発生した時点の配力筋ひずみは No.2

で 63μ、No.3 で 295μであった。設計で仮定した𝜀௦=500μを下回った

にも関わらず、設計値以上の付着強度を確保できた要因としては、主鋼

材周辺のコンクリートが継手部を拘束していた影響が考えられる。 

４．結論 

考案した継手構造において配力筋量と継手長が異なる 2 体の梁試験

体の曲げ実験を行った。その結果、継手部に配置した配力筋による拘束

効果によって突起を設けた主鋼材の付着強度が向上することを確認し

た。また、本実験の範囲において、配力筋による拘束効果を仮定した上

で薗田らの付着強度式を用いて、本継手構造を安全側に設計できる可能

性が得られた。 
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図－3 荷重－中央変位関係 

 

図－4 主鋼材応力－平均付着応力関係 

 

図－5 荷重－配力筋ひずみ関係 

 

表－1 各試験体の継手長と配力筋諸元 

 継手長 配力筋 
No.1 1) 1360mm なし 
No.2 946mm SD345 D10@100mm 
No.3 678mm SD345 D13@60mm 

No.2(等曲げ区間) No.3(等曲げ区間)

単位：m配力筋 配力筋

等曲げ区間
1600mm

1250 1250

図－6 試験体概要 
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